
消費者機構日本での９年間を振り返って 
 

私は、9 年間にわたり消費者機構日本の理事を務めてまいりました。 

 

私が「消費者団体訴訟制度」に出会ったのは、生協の組合員として活動していた

頃でした。同制度や消費者裁判手続特例法の創設に向け、学習会を重ねて運動に

取り組んだことから、同制度等の創設が実現した時の喜びは今も鮮明に記憶してい

ます。 

 

その制度を実際に活用する消費者機構日本の理事として関われたことは、私にと

って大変貴重な経験となりました。 

 

消費者機構日本の理事会では、弁護士や消費生活相談員の皆様がチームを組

み、差止請求や被害回復について検討された内容を伺うのですが、専門的な議論

を理解することは容易ではなく、自身の知識不足を補う勉強の連続でした。 

事業者に対し「不当な勧誘」の是正や「不当な契約条項」の削除を求めても、容

易に応じる事業者はほとんどありません。それでも諦めず、根気強く申し入れを続け

る皆様には、心から頭が下がる思いでした。 

 

特に印象に残っているのは、日本初の被害回復訴訟事例となった東京医科大学

の不正入試問題への取り組みです。前例のない手探りの中、専門家チームが受験

料等の返還に向けて膨大な資料や法的論点を精査し、不利益を被った受験生の救

済に奮闘されました。 

被害回復制度の創設を願っていた一人として、実際に制度が活用され、消費者の

権利を守る大きな一歩となる現場に立ち会えたことは、言葉に尽くせないほどの感

動とやりがいを感じる体験でした。 

また、社会的に大きな注目を集めたこの事例を連絡センターの参加団体へ報告し

た際も、非常に強い関心を持って受け止められました。 

 

今後、私は連絡センターから別の消費者団体へ活

動の場を移しますが、「消費者団体訴訟制度」と、そ

の活用に取り組む消費者機構日本について、より多

くの消費者に周知できるよう努めてまいります。 

 

消費者を取り巻く環境が絶えず変化し、新たな被

害や課題が生まれる中でも、消費者機構日本が被害

の未然・拡大防止、そして迅速な救済の要として発展

し続けることを心より願っております。一人の消費者と

して、そして運動に関わった者として、これからも応援

し続けてまいります。（２０２６年１０月） 元東京消費者団体連絡センター 

事務局長  小浦 道子 


